
令和７年度決算に基づく健全化判断比率等の公表

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和７年度決算に基づく本市の健全化

判断比率及び資金不足比率を公表します。

健全化判断比率には４つの指標があり、このうち１つでも国が定める早期健全化

基準（イエローカード）以上になった場合は財政健全化計画を、財政再生基準（レ

ッドカード）以上になると財政再生計画を策定する必要があります。

また、公営企業会計における資金不足比率も経営健全化基準以上になると、経営

健全化計画を策定する必要があります。

令和７年度決算に基づく本市の健全化判断比率及び資金不足比率は、ともに早期

健全化基準を下回っておりました。実質公債費比率は令和６年度から０．９ポイン

ト低下したほか、将来負担比率は令和６年度から４．８ポイント低下しました。

１．健全化判断比率の状況 （単位：％）

指 標 名 実質赤字比率
連結実質

赤字比率
実質公債費比率 将来負担比率

令和７年度決算の

健全化判断比率

―

（ △9.29 ）

―

（ △12.37 ）
４．５ １８．８

国

の

基

準

早期健全化基準

(ｲｴﾛｰｶｰﾄﾞ)
１３．６４ １８．６４ ２５．０ ３５０．０

財政再生基準

(ﾚｯﾄﾞｶｰﾄﾞ)
２０．００ ３０．００ ３５．０

令和６年度決算の

健全化判断比率

―

（ △12.10 ）

―

（ △14.93 ）
５．４ ２３．６

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率は赤字とならなかったため、「－（なし）」としています。

なお、参考として黒字の比率を（ ）内にマイナス表示しています。



２．資金不足比率の状況 （単位：％）

会 計 の 名 称 資金不足比率 経営健全化基準

下 水 道 事 業 会 計
－

( △70.4)
２０．０

特 別 会 計 太 陽 光 発 電
－

( △1.7)
２０．０

※ 各会計とも資金不足額がなかったので資金不足比率は「－（なし）」としています。なお、

参考として資金剰余額の比率を（ ）内にマイナス表示しています。

各指標とも、国の定める健全化基準以下であり、本市の財政状況は健全である

と言えます。今後とも適正な財政運営に努め、健全な財政を維持してまいります。



健全化判断比率等の詳細について

◆「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財政健全化法）について

この法律が成立するまでは、自治体の財政再建については、昭和３０年に制定

された「地方財政再建促進特別措置法（財政再建法）」に基づいて行われてきま

した。しかし、この法律は制定後５０年が経過しており、次のような問題点など

が指摘されていました。

・ 分かりやすい財政情報の開示が不十分

・ 再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・ 普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負債等）の財政状況

に課題があっても対象とならない

・ 公営企業にも早期是正機能がない

特に、平成１８年の北海道夕張市の「破綻」は、この法律の問題点を顕著に表

しました。

こうした問題に対応し、現行の自治体財政に合う制度として平成１９年に制定

されたのが、この「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」

です。

この法律の主な特徴は次のとおりです。

Ⅰ 指標の整備と情報開示の徹底

地方公共団体は、毎年度、以下の健全化判断比率を監査委員の審査に付したう

えで、議会に報告し、公表しなければなりません。

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

Ⅱ 財政の早期健全化

健全化判断比率のうち一つでも国の定める早期健全化基準以上になった場合

には、財政健全化計画を議会の議決を経て策定し公表しなければなりません。

また、外部監査を要求する義務が生じます。

財政健全化計画の実施状況は、毎年度議会に報告し、公表する必要があります。

さらに、その実施状況を踏まえ、早期健全化が著しく困難であると認められる

ときは、総務大臣又は都道府県知事は、必要な勧告をすることができます。

詳細は別記に掲載



Ⅲ 財政の再生

再生判断比率（Ⅰ①～③）のいずれかが国の定める財政再生基準以上の場合に

は、財政再生計画を議会の議決を経て策定し公表しなければなりません。

財政再生計画は、総務大臣に協議し、その同意を求めることができます。同意

が無い場合は、災害復旧事業を除き起債が制限されます。同意がある場合は、収

支不足額を振り替えるための償還年限が計画期間内である地方債（再生振替特例

債）の起債が可能になります。

また、財政再生計画の実施状況は、毎年度議会に報告し、公表する必要があり

ます。

さらに、財政再生団体の財政運営が再生計画に適合しないと認められる場合等

においては、総務大臣は、予算の変更等必要な措置を勧告することができます。

Ⅳ 公営企業の経営の健全化

公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに資金不足比率（詳

細は別記に掲載）を監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表しなければ

なりません。この比率が国の定める経営健全化基準以上となった場合は、経営健

全化計画を定めなければならず、Ⅱと同じ仕組みが設けられます。

この法律に基づき、地方公共団体は、平成２０年度から前年度決算に基づく健

全化判断比率の公表が義務づけられました（ただし、早期健全化計画等の策定は、

地方公共団体の予算編成機会の付与等の理由から平成２０年度決算に基づく措

置から適用されました。）。



◆本市の令和７年度決算における健全化判断比率について ～詳細と計算式～

① 実質赤字比率

一般会計における実質赤字額の標準的な収入に対する比率です。

（単位：千円）

区 分 金 額

ア 一般会計の実質収支額 ７８４，７２５

イ 本市の標準的な収入（標準財政規模） ８，４４２，８１２

ウ 実質赤字比率 ― （△９．２９％）

注）実質赤字額が無い場合は、ウは「－（なし）」と記載します。参考として、実質黒字

額による比率を（ ）内にマイナス表示しています。

＜計算式＞

ア（※マイナスの場合のみ）

ウ ＝

イ



② 連結実質赤字比率

全会計における実質赤字額の標準的な収入に対する比率です。

（単位：千円）

区 分 金 額

ア 一般会計の実質収支額 ７８４，７２５

イ その他の会計の資金不足額又は資金剰余額の計 ２６０，２６９

特別会計国民健康保険 ２１，０４０

特別会計介護保険 ２７，１２３

特別会計介護予防サービス １１

特別会計後期高齢者医療 １，０２０

下水道事業会計 ２０９，２５８

特別会計太陽光発電 １，８１７

ウ 本市の標準的な収入（標準財政規模） ８，４４２，８１２

エ 連結実質赤字比率 ― （△１２．３７％）

注）連結実質赤字額が無い場合は、エは「－（なし）」と記載します。参考として、連結

実質黒字額による比率を（ ）内にマイナス表示しています。

＜計算式＞

［ア＋イ］（※マイナスの場合のみ）

エ ＝

ウ



③ 実質公債費比率

一般会計が負担する元利償還金等の標準的な収入に対する比率です。一部事務

組合への負担金や公営企業会計への繰出金のうち元利償還金相当分なども対象

とします。この比率が１８％を超えると地方債の借入れが、国との協議制から許

可制に移行されます。

（単位：千円）

区 分 金 額 備 考

ア 地方債の元利償還金 ９０４，７４５

イ 準元利償還金 ２２７，７７１

公営企業債繰入金

公債費に準ずる一部事

務組合等負担金

公債費に準ずる債務負

担行為

ウ 元利償還金に充当した

特定財源
１３８，６４８

転貸債の元利償還金

都市計画税

エ 基準財政需要額に算入された

公債費及び準公債費
７８１，９２２

災害復旧費等

事業費補正

オ 本市の標準的な収入

（標準財政規模）
８，４４２，８１２

カ 実質公債費比率（単年度） ２．８％

キ 実質公債費比率

（３ヵ年平均）
４．５％

＜計算式＞

［ア＋イ］ － ウ － エ

カ ＝

オ － エ



④ 将来負担比率

一般会計が将来負担すべき負債の、標準的な収入に対する比率です。

（単位：千円）

区 分 金 額 備 考

ア 一般会計における地方債現在高 １０，３７１，０６６

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 ２０７，９３６

善通寺市・琴平町・多度

津町学校給食センター

整備運営事業

消防通信指令システム

整備改修費負担金

ウ 公営企業債等への一般会計からの繰入

見込額
２，４８９，４９０ 下水道事業会計

エ 一部事務組合の地方債償還に係る負担

見込額
２８，８９８ 中讃広域行政事務組合

オ 退職手当負担見込額 １，８４３，０１１

カ 設立法人の負債額等負担見込額 ０

キ 連結実質赤字額 ０

ク 一部事務組合等の連結実質赤字額に係

る一般会計負担見込額
０

ケ 地方債の償還に充当可能な基金の残高 ５，０４０，９４２
財政調整基金、ふるさと

基金等

コ 地方債の償還に充当可能な特定歳入 ７４５，８０２ 都市計画税等

サ 地方債の償還に要する経費として基準

財政需要額に算入されることが見込まれ

る額

７，７０７，２７９

シ 本市の標準的な収入

（標準財政規模）
８，４４２，８１２

ス 基準財政需要額に算入された公債費及

び準公債費
７８１，９２２

災害復旧費等

事業費補正

セ 将来負担比率 １８．８％

＜計算式＞

［ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク］ － ［ケ＋コ＋サ］

セ ＝

シ － ス



⑤ 資金不足比率

公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率です。

（単位：千円）

会 計 の 名 称

資金不足額

又は資金剰余額

Ａ

事 業 規 模

Ｂ

資金不足比率

Ｃ

下 水 道 事 業 会 計 ２０９，２５８ ２９７，１６４ ― （△７０．４%）

特別会計太陽光発電 １，８１７ １０９，７２６ ― （△１．７%)

※ 資金不足額が無い場合は、資金不足比率は「－（なし）」と記載します。参考として、

資金剰余額による比率を（ ）内にマイナス表示しています。

＜計算式＞

Ａ （※マイナスの場合のみ）

Ｃ ＝

Ｂ


